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大学の防災対策に関する実証研究―高等教育機関へのアンケート調査を基に―
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Ⅰ　問題意識

　本研究は大学のような高等教育機関の発災時の対策や発災に関するアンケート調査に基

づき、大学という教育機関の防災対策の実態について明らかにすることを目的としている 1。

　東日本大震災以降、自治体などの地方公共団体や企業が防災対策を行うべく、内閣府よ

り災害時の BCP（業務継続計画）の策定が期待されている 2。その結果、2018 年に総務省

が実施した調査では、都道府県においては BCP の策定が 100％となっており、市町村といっ

た基礎自治体でも 80.5％となっている 3。近年、自治体において BCP の策定が進んできて

いるといえる。企業などの諸機関でもBCPの策定が求められており、その策定の割合は徐々

に増えてきた（岡田　2017；内閣府　2018）。このように BCP の策定も含め、大学とい

う機関にも防災対策として、施設と制度の充実を求めていることは言うまでもない。

　大学は学校教育法により「学校には、社会教育に関する施設を附置し、又は学校の施設

を社会教育その他公共のために、利用させることができる」4（第 8 章第 85 条）と明記さ

れており、文部科学省は HP 上で国立大学の役割について「国立大学等のキャンパスは、

学生・教職員のみならず多様な利用者が活動し交流する公共性のある空間として、地域に

開かれた生涯学習の場、災害時の防災拠点としての機能を備えておくことも重要である」

と記載している 5。また、私立大学についても、文部科学省の HP では、その役割として、

7 つの役割を挙げており、4 番目として「地域社会に貢献する人材育成と学生を原動力と

した地域社会の発展の核」になるように期待されていることがわかる 6。

　つまり、大学という高等教育機関は、公に開かれており、地域社会に貢献が期待されて

いると位置づけることができる。研究教育上において、大学機関が災害により研究または

教育が再開できないことは、地域社会に研究の成果を還元できないため、その損失は大き

いといえる。また、地域に貢献するといった場合には、災害などの危機が生じた際の避難

所として学内外で活用されることが期待されている機関でもあると考えられる。一般社団

法人私立大学連盟（2013 pp.6-8）では、学生の安否確認や大学内に業務復旧と同時に 3 つ

目の課題として、「地域貢献」を挙げており、その中で専門知識の提供による地域防災、学
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生という人的な資源を活かした災害時におけるボランティアの提供という地域貢献、そし

て大学施設の提供による地域貢献として、災害時の重要な防災拠点になる可能性があると

指摘している。

　以上のように、大学は災害時に学内に対する防災対策を充実させるとともに、学外に対

しても広く寄与できる機関としての役割を果たすことを求められているのである。そのた

め、防災対策の充実や体制の構築及び制度としての防災計画や BCP の策定の有無は、災

害発生時の大学組織内の対策にとどまらず、地域の防災の拠点として貢献するためには前

提となる条件といえる。

　しかしながら、自治体や企業に関する防災対策とそれに伴う取り組みや体制の構築に関

する研究はおこなわれてきたものの、避難所もしくは発災後に地域社会のハブとして期待

される大学機関の防災体制や取り組みや実態について、これまで十分に注視されてきたと

は言い難い。

　三浦（2016）は山口大学の災害発生した場合を想定して、防災対策としてどのようなハー

ド面とソフト面の取組を行っているのか概説をしており、その中で BCP などソフト面で

の対策をあげると同時に、災害時の衛星を用いたリモートソーセンシングにより、最新の

防災の研究を国内外と連携して蓄積できる連携体制があることを山口大学の強みとして指

摘している。

　高井（2015）は、大学における危機管理の対策をどのように行えばよいのか、必要な対

策を列挙し、その上で危機管理体制を構築するための提案として、危機管理に関わるガイ

ドラインの作成をあげ、その方法としていくつかの先進的な大学の取り組み事例を紹介し

て先進事例から学び、防災体制を構築した上での訓練と点検が重要であることを指摘して

いる。

　また、岩口ら（2008）は、大学の地震時の対策について東京工業大学を事例に考察を行っ

ており、研究や教育をいち早く再開させるためにはトップダウン式の BCP の指揮命令系

統ではなく、各学部、研究室での意思決定に基づく、複数の分散した意思決定からなる危

機管理体制を構築し、その意思決定を大学全体で運営していく、一つの大学で一つの BCP
にとらわれない、分散型の BCP の策定をすることが必要であることを述べている。

　以上の先行研究は、本稿に対して示唆を与えてくれるものである。ただし、どの研究も

大学での実践例や具体的な策定のための方法や大学の地域に資する役割に関する内容、そ

して BCP や防災対策を講じることの重要性に言及に主眼を置いている。本稿の目的とす

る防災体制や独自の防災計画の策定の有無など、組織内部の防災対策に関する一般的な実

態、どうしたら防災体制が構築可能であるのかという点について考察しているわけではな

い。

　そこで、本稿では日本全国の高等教育機関に郵送によるアンケート調査を実施し、分析

を行うことで、地域に資する開かれた機関としての大学の災害時の体制とその現状につい

て考察を行う。そのため、本稿では、2 つ目的を明らかにする。まず、1 つ目は近年多発
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する自然災害に対して、大学という高等教育機関がどのような防災対策を実施しているの

か、またどのような防災体制を敷いているのか、現状に関するアンケート実施し、定量的

に分析を行うことで、その特徴を明らかにすることを目的としている。

　また、災害研究で指摘されているが、防災に限らず、ある対策や体制を敷いている機関

の多くは、いわゆる人的、物的な資源を有していることが多い。そのため、防災対策や体

制を築くことが可能だと考えられる。もちろん、高等教育機関の有する資源の豊富さ、例

えば、専門の部署や人員の有無、大学の教職員の人数、災害時に手助けとなる、自治体、

消防などの他機関との連携の構築が、防災体制を築き、対策を行うことを促進する可能性

を高めると考えられる。一方で、こうした資源がない大学でも、災害時の取り組みが存在

することも考えられる。例えば、災害などの危機に対する意識が高い職員を有する大学は、

独自の防災体制の構築には積極的かもしれない。そのため、防災に関する危機意識などの

個人的な要因、組織的な要因も考えられるのである。

　そこで 2 つ目の目的として、どういう要因が大学の防災対策や独自の防災計画といった

制度の策定を促進するのかを明らかにする 7。

　なぜ、この両方を分けて分析するのかといえば、防災に限らず、日常的に起こる災害に

対策をするレベルの話とそれを体系的に制度化しているレベルの話は、必ずしも一致しな

いことがあるからである。属人的に対策できれば、制度化しなくとも機能することもある。

その意味では防災に限らず、機能していることと、制度化していることは別の問題なるた

めに、対策が充実している要因の特定と防災体制を構築し、制度として運用している要因

は別な要因であると考えられる。その両方を分析することで、高等教育機関の防災対策の

今後の促進に関する一つの知見が得られると考えている。

　そこで、2017 年 12 月に実施した全国の高等教育機関へのアンケート調査の定量的な分

析と考察を行う。その結果、大学という高等教育機関の防災対策とその体制の構築に関す

る今後の課題を検討することができる。

Ⅱ　「高等教育機関の防災対策に関するアンケート調査」の概要

　ここでは、本稿で分析に用いる「高等教育機関の防災対策に関するアンケート調査」の

概要について説明する。本稿で使用するアンケート調査は、日本大学危機管理学部の「危

機管理学の構築とレジリエントな大学の創造のための総合的研究」8 の一環で、大学のよ

うな高等教育機関の発災時の対策や発災に備えた事前の防災計画の策定有無など、災害対

策の実態を明らかにすることを目的として実施された 9。

　主な質問項目としては、高等教育機関における①防災対策の現状、②独自の防災計画の

策定の有無、③ BCP 策定に関する問題点や課題についてである。先にも述べた通り、大

学のような機関の防災に関するアンケート調査は蓄積がほとんどない。そこで、本調査で

は自治体の防災体制に関するアンケート調査項目で使用されている項目を参照し 10、大学
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の実情に合うように変更することにした 11。

　調査の結果、有効回収標本数（率）は 244 標本（31.4％）であった。本調査の場合は高

等教育機関の防災担当者が対象となる。ただし、総務部局より本回答に適任であると考え

られる回答者に答えてもらうようにお願いをしている。日本全国すべての高等教育機関に

回答をお願いしたが、回収率は世論調査など一般の市民に対するアンケート調査と比べる

と高くない。回答率を全国別にみると以下のとおりである。

　無回答の地域もある。佐賀県、滋賀県、南海トラフ地震が想定される和歌山県の 3 県に

立地する大学からは回収することができなかった（図表 1 を参照のこと）。ただし、東京

都や大阪府、京都府、兵庫県など、大学が多く立地する地域から一定数は確保できており、

それ以外の都道府県に立地する大学からも本アンケートの回答を得ることができた。しか

しながら、サンプリングバイアスは生じているため、その点は留意しながら分析と考察を

行う必要がある。

図表 1　回答した高等教育機関の立地する都道府県の割合
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Ⅲ　大学の防災対策・体制の実態に関する分析

1　防災対策と連携・協力の問題点

　それでは、大学の防災対策について明らかにするために、実際の防災活動と活動に関わ

る問題についてアンケート調査の結果を概観しながら考察する。

　平時に行っている防災活動について尋ねた質問の回答が図表2の結果である。「防災訓練」

を他の機関と連携しながら実施していると回答した大学は 34％に過ぎず、災害時にハード

面で必要となる「物資・資機材の整備」は 21.7％となっている。近年、自治体による「公助」

も期待できない中で、大学も学内の学生や教職員を災害から守るための十分な設備を整え

ることが難しいことがわかる。ハード面でも地域の避難所として機能することができるの

は一部の大学にとどまっているが、実際に災害が起きた際に、地域の避難所として機能す

るために必要な「避難所・避難経路等の整備」の項目においても 20.5％にとどまっている。

インフラ面や設備面での不十分な部分をソフト面でどのようにカバーするのかについて検

討する必要がある。

　しかしながら、災害時のインフラ整備だけではなく、ソフト面の対策や整備が重要とさ

れている中で「防災活動に関する研修会、勉強会」が 17.6％となっている。災害時に対策

を講ずる人材を育成し、防災に関する知を更新する取り組みといったソフト面での災害へ

の備えに対しても多くの大学が行うことができていない現状が明らかになった。

　災害時にそれぞれの機関が個別に対策することが難しいと想定されているため、他機関

との連携や協力としての「広域連携」、「支援・受援」といったことが指摘されるが（秦・

宋　2017）、大学は平時における防災活動の取り組みに他の関係機関、組織との連携を図

りながら実施する体制は構築できていないことが明らかになったといえる。上記の点は「特

にない」という回答をしている大学が 34％あることからもわかる。防災活動に関する他の

機関との連携、協力が進んでいない実態が浮き彫りになったといえる。
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図表 2　他の組織・団体と連携・協力しながら取り組んでいる防災活動（複数回答）
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大学が立地する基礎自治体にあたる「市区町村」との回答は 54.5％と半数を超えている。

次に、「消防署」が 25.8％となっている。しかし、災害時に連絡を取らなければならない、

基礎自治体との連絡体制の構築ができていないこと。そして、ファストレスポンダーの消

防とも多くの大学では非常時での連携を築く体制を構築していない実態が明らかになっ

た。また、大学が立地する地域コミュニティにあたる「自治会・町内会（集合住宅での自

治会組織を含む）が 14.3％にとどまっており住民と災害時の協定も進んでいないことが了

解できる。「支援・受援」の相手先と考えられる「他大学」（11.9％）、大学以外の教育・研

究機関（1.2％）も低い値となっていることから、一般財団法人私立大学連盟が推進する「支

援・受援」も現状ではほとんど見受けられないといえる。

　つまり、図表 3 の結果から、他機関との連携、協力については平時だけでなく、災害時
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るなかで（内閣府　2017）12、大学機関が住民、自治体、消防という地域内の防災に関わ

るステークホルダーとの連携が進まないことは、大学が防災拠点、地域の拠点として地域

社会に資することが災害時において難しいことを意味していると考えられる。

　では、防災対策を行う上での連携、協力については低調であったが、大学の防災訓練の

内容はどのようなことを実施しているのだろうか。図表 4 がその結果である。

　「避難訓練」が 95.9％と最も高い。そして、「消火訓練」も 85.8％と高い数値である。訓

練の基礎的な内容について概ねどの大学でも実施をしていることがわかる。ただし、高度

な防災訓練になると実施が困難であることが了解できる。阪神、淡路大震災の際に障害者

や高齢者は被害に合う確率が一般の住民より高いと指摘され、この災害を契機に要配慮者

への対応は喫緊の問題となっており 13、様々な対策が講じられる中で「要配慮者（要支援者）
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の避難・救援活動訓練」については 19.8％と低い。また、地域の防災拠点となるための「避

難所運営の訓練」については 9.6％、平時に実施される儀礼的で硬直化した避難訓練を是

正するために行われる 14「事前に内容を知らせない訓練」についても 6.1％と低く、実際に

災害が起きた時に問題となる事項に対する専門的な防災対策はほとんどの大学では実施す

るに至っていないことが明らかになった。つまり、専門性が高く、複雑な対策が必要とな

るような訓練、特にソフト面での訓練について実施出来る大学は少ないことが調査から明

らかになった 15。

　平時、有事に関わらず大学の防災活動の連携や協力は進んでいないことが明らかになっ

たが、防災活動を促進するであろう、防災に関わる専門的な部署を各大学は有しているの

だろうか。その質問を尋ねた回答が図表 5 の結果である。「専門部署がある」と回答した

大学が 20.1％にとどまっており、多くの大学では防災に関する専門部署がないことが明ら

かになった。専門部署がないことが防災体制を構築できることにつながるのか、どうかに

ついては後程検証するが、災害時の地域の拠点として機能する役割を求められていること

を考慮すると、実態とニーズが乖離していると言える。

　では、防災対策を円滑に進めるための連携については、どのような要因により促進され

るのであろうか。そこで、本稿では、図表 2 の

質問回答数の差に、防災に関する専門部署の有

無が関係しているのか、独立したサンプルの t
検定を行い、検証をおこなった。部署ありと部

署なしのダミー変数を用いて、それぞれの連携

数の平均値を求めたものが図表 6 の結果である。

この結果から、専門部署があるほうが平時の防

災活動の連携や協力を築いていることがわかる

（t=2.309, df=239, **:p<0.01 .）。また、国公立で

あるか、私立であるかという点も文科省の防災

に関する政策を促進するため、差がある可能性

がある。そこで、両グループでの差をはかるた

めに独立したサンプルの t 検定を行った。そう

すると、連携、協力という防災活動には国公立

と私立では、統計的な有意差は見られなかった

（t=-.8152, df=242, n.s.）。
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2　防災計画の策定の実態について

　次に、防災対策の制度に関わる消防計画以外の防災計画を独自に策定しているのかどう

か、について尋ねた質問の結果を見ていくことにする。「策定済みである」が 45.5％と半

数近くの大学が独自の防災計画を策定している。「策定中である」（13.1％）と合わせると、

約 6 割近い大学が、独自で制度を構築しようと試みていることが図表 8 の結果から明らか

になった。

　では、約 6 割の大学が独自に防災計画を策定し、運用している中で、どのような内容の

計画を盛り込んでいるのであろうか。そのことを尋ねた質問が、図表 9 の結果である 16。

　「大学内の対策本部の設置と運営」が 91.6％と最も高く、次いで「教員・職員の役割分担」

が 84.6％、「避難訓練の実施」が 82.5％、「学生の安否確認体制の確立」（74.1％）となっ

ている。この結果から、発災時の指揮命令系統

と役割分担については多くの大学で体制を構

築することが可能となっている。ただし、その

計画は、主に災害時の学内の生存に関わる防災

対策に関する内容が掲載されていることが図

表 9 から読み解くことができる。期待されて

いる地域住民などに関わる「帰宅困難者対策」

（45.5％）に取り組んでいる大学は半数にとど

まり、防災訓練の結果と同様に住民や地域との

かかわりについては十分でないことがわかる。

その結果に関連して「周辺住民の受け入れ」に

図表 8　防災計画の策定の有無
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ついては 29.4％となっており、外部の避難者に関する対策を制度化することについては、

進んでいない現状が明らかになった。独自の防災計画作りながらも、地域の防災の拠点と

なるような仕組みの構築を多くの大学が期待されながらも出来ていない。すなわち、求め

られる役割や期待と現状との乖離が明らかになったといえる。

3　防災対策と独自の防災計画の策定を規定する要因に関する分析

　多くの大学では、消防計画に基づき防災訓練は行われているものの、専門的な内容では

なく基礎的な内容を実施していた。多くの大学は地域内の災害の拠点として役割を期待さ

れながらも、半数近くが独自の防災計画を立てず、その計画の内容も専門的な内容を網羅

しきれていない現状が明らかになった。

　また、防災に連携の協定を複数締結している大学もほとんどなく、防災対策の制度化に

関して大学が地方自治体から遅れていることが明らかになった。全体的には低調である。

ただし、防災訓練を積極的に実施している大学、防災計画の内容を充実させている大学が

あったことも事実である。

　では、次に、本稿の目的である、どのような要因が大学の防災対策 17 や独自の防災計画

の策定の有無、充実に影響を及ぼしているのであろうか。たとえ、現状の防災対策が低調

であろうとも体制を構築しようと試みている大学も少なからず存在する。そこで、分析を

する前に対策を促進するもしくは計画を策定するためのいくつか要因と分析方法をあらた

めて挙げてみたいと思う。

組織内の専門性

　防災に関する専門の部署があることによって、防災対策または BCP の策定などの制度

化は進むと考えられる（佐堀　2011；宋　2017）。前述の防災対策に関する連携でもその

点は証明している。そのため、災害に際して専門の部署を有しているのか、有していない

のかと同時に、そのスタッフの人員数も聞いている。ただし、本稿では、「貴学では災害な

どの危機に関連する部署を有していますか。あてはまるものを1つに〇をつけてください。」

の「専門の部署がある」を 1 として、「専門の部署がない」を 0 とするダミー変数を用いる。

宋（2017）によると、自治体の防災体制の策定には、専門部署があるほうが策定に着手す

る可能性が高いという。一方で、そうした場合、その部署が、総務系である場合は遅くな

ると指摘されている。彼の研究を踏まえるのであれば、どの部署に紐づいているのか、と

いう点は本来であれば重要点ではある。しかし、大学の組織図の中でどこ組織に防災に関

わる部署がぶら下がっているのかについては各大学の HP 等では、すべてカバーはできな

いため、本稿では有無による影響を加味することにした 18。

組織の規模と組織形態

　組織の規模により、防災対策が促進されるか、また BCP の策定や防災体制の制度化が

進んでいるかについては、自治体や企業に関する研究では明らかになっている（岡本　

2017；佐堀　2011；内閣府 2018；宮脇　2018）。理由は、人的資源を災害時に投下でき
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ることにつながるためだと考えられる。もちろん、自治体で企業であれ、大学であれ組織

の規模が大きければ資源を対策に費やすことができるため充実した対策や体制を構築でき

る。そこで、各大学に学生数の総数を聞いた実数を自然対数に変換した数字を投入し、組

織の規模とした。もちろん、学生数に応じて教員や職員数の上限は学校法上で決められて

おり、学生数であれ、教員数であれ問題ないと考えられる。ただし、大規模な大学の場合

でも、分散型のキャンパスは、立地しているキャンパスの特徴により実施する防災対策も

異なり、資源が避けないこともある。また、防災計画を策定する場合には立地により災害

の大きさが異なること。それにより指揮命令系統が大幅に異なることが危惧される。その

ため、策定することが難しい場合があり得る。複雑な意思命令系統は弊害が生じる可能性

が高い。キャンパスが多すぎるとそれが阻害要因になり得る。もちろん、発災後に支援を

出来る可能性は含んでいるが、集約型のキャンパスの方が分散型のキャンパスを有する高

等教育機関よりも策定しやすいとも考えられるため、各大学にキャンパス数を尋ねた質問

（実数）があるので、組織の規模をコントロールする統制変数として投入することにした 19。

　また、組織形態とは本稿では、国立、公立大学か私立大学かということを指している。

文部科学省や自治体から BCP の策定を催促される可能性は国立、公立大学の方が私立大

学よりも高いため、BCP を策定している可能性は高い。また、策定する場合には、防災対

策とその制度化を行わなければならない。すなわち、防災計画を同時に策定している可能

性が高い。そこで、本稿では、国公立を 1、私立を 0 とするダミー変数を用いて、組織の

形態により、防災対策と防災計画の策定に影響があるのかどうか、その効果を測定する。

他機関との連携の有無

　防災対策の場合は、災害が起こった場合に、その災害の規模にもよるが一つの機関のみ

ですべてをまかなおうとすることは難しいことは、前述したとおりである。「支援・受援」

に関する、地域コミュニティ内での他機関と連携もしくは他地域の機関との連携は発災時

の対策だけではなく、日常時の取り組みに影響を及ぼすと考えられる。ゆえに、組織間の

連携が多い高等教育機関ほど、防災計画の策定や防災対策に積極的であると考えることが

できる 20。そのため、本稿では、「貴学では、以下の機関や組織、団体と防災に関する連絡

体制、協議会、協定がありますか。あてはまるものすべてに〇をつけてください」という

質問項目の〇をつけた回答数の合計を独立変数として投入した。項目は図表 2 にあたる、

組織、団体などである。

組織外レベルの要因

　また、組織外の影響として、立地する地域の自治体の BCP の策定は大学という高等教

育機関の防災対策の促進、その制度化にあたる、防災計画の有無や内容の充実度にも影響

を及ぼすと考えられる。磯打ら（2016、61）の研究によると、都道府県の BCP の策定済

みであることが、基礎自治体の防災対策に関する取組が促進することが指摘されている。

このように、立地する自治体が策定しているか否かについては、大学のような開かれた機

関においては、影響を受けることが多いと考えられる。実際に災害時の対策は都道府県の
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みならずその中の基礎自治体と高等教育機関である大学になる。

　以上の理由から、高等教育機関の立地する基礎自治体の BCP の策定率を加味して、そ

の割合を独立変数として投入することにした。当然、防災対策に積極的な基礎自治体が周

辺に遍在することは防災対策を行う上で有利に働くことがある。そこで、総務省の都道府

県別の BCP の策定率が公表されているので 21、その策定率を大学の独自の防災計画の策定

の有無と充実度に影響を与える要因として回帰分析の独立変数に加えた。防災対策に関す

る重回帰分析でも変数として投入した 22。以上の変数を投入した分析結果をみていくこと

にする。

　図表 10 は防災訓練を数多く実施していることを防災対策と捉え、その促進する要因は

何かを明らかにするために行った重回帰分析の結果である。

　その結果から、防災対策を促進する要因としては平時における防災活動の他機関との連

携が要因とあげることができる。防災対策を数多く実施するためには、様々な機関との連

携と協力が欠かせないことが明らかになったといえる。ただ、他の機関や団体との協定な

どの締結の数の多さについては有意差が出なかった。ある種、制度化した取り決めを交わ

さなくとも、平時からの他機関とのネットワークがあれば、平時における防災対策を促進

することになるのか、その点は再度詳細に検討する必要がある。ただ、国や自治体ともか

かわる「国公立ダミー」が統計的に有意なため、国公立の大学であるほど、防災対策を充

実しておこなえている現状も明らかになった。また、大学の規模もわずかながらではある

が、防災対策を行う上では重要な変数といえる。ただし、自治体が BCP を策定している

場合は防災対策が促進されると考えられたが、立地する自治体の策定率は影響がなかった。

いわゆる制度的な側面ではない、日常時の他機関、組織、団体との連携や協力を行うことが、

大学の平時での防災対策にとって欠かせない変数となることが重回帰分析の結果から明ら

かになった。

図表 10　防災対策を従属変数とする重回帰分析
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　次に、防災対策を行う上で欠かせない防災計画の策定はどのような要因により促進され

るのであろうか。まずは、防災計画を策定できている大学とそうでない大学を分ける要因

について分析を行った結果から見ていくことにする（図表 11 を参照）。

　この結果から、「国公立ダミー」が大学の独自の防災計画の策定を促進する独立変数とし

て一番影響を及ぼしていることがわかる。国立、公立の大学であるほど防災計画の策定は

高くなるという傾向になることを示唆している。また、専門部署を有しているほど、防災

計画の策定はされることになるため、大学が制度として「専門性を有する部署」がある、

つまり専門性が高いほど、BCP の策定は進むということになる。そうした人材を有してい

るとも考えられる。さらに、日常から防災に関する協定を締結している団体数が多いほど、

独自の防災計画を策定できていることもわかっている。つまり、大学のある立地の防災に

関わるステークホルダーとの関係が深遠化することによって、大学が防災計画を策定でき

る可能性が高くなることを示している。このことは、ノウハウを持つ国や自治体の支援を

受けやすく、地域での防災に関する連携や協力が可能な大学は防災の体制を構築すること

ができることを証明している。

　最後に、防災計画を策定している大学の中で、その計画の内容が多岐ににわたる大学は

どのような要因で内容を充実させているのか、その要因を明らかにするために行った重回

帰分析の結果をみていく。独自の防災計画を策定することも重要であるが、計画の内容が

多岐にわたることも被害を減らすための指標となる。その結果が図表 12 である 23。

　図表 12 の結果から、防災計画の充実度には「国公立ダミー」が影響していることがわ

かる。つまり、国立、公立の大学である方が私立大学よりも防災計画の内容をより多く計

画に盛り込む可能性が高いことを示している。この結果は防災計画の有無とも関連してい

る。また、「専門部署の有無」や「協定を締結している団体数」の多さも影響をしているこ

とから、大学の防災計画を充実させるためには、様々な関係団体とのネットワークやそれ

図表 11　防災計画の策定の有無を従属変数とする二項ロジット分析
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を実現するための専門性が必要となることが本分析から明らかになった。ただし、人的資

源である教職員の数は必ずしも、影響を及ぼしていないことから、資源がなければ、他の

機関との連携や協力、自治体からの支援などで足りない部分を補うことが防災の体制を築

く上で重要であることも本分析から了解できる。

Ⅳ　結論

　高等教育機関である大学の防災対策とその防災計画の策定の要因に関して、2017 年に実

施したアンケート調査から考察を行ってきたが、防災対策については、アンケートに回答

した大学全体でみると、必ずしも進んでいるとはいえない現状が明らかになった。東日本

大震災、近年指摘されている南海トラフ大地震や首都直下型地震といった巨大な複合災害

に対して、地域での多様な機関の資源を駆使した防災力の向上が期待され、その中でも大

学が資する役割は少なくない中、平常時の防災に関する連携や体制などについては充実し

ていると言い難く、不十分であるといえる。

　一方で、独自の防災計画について策定している大学も半数以上あり、その内容を充実さ

せようと試みていることも分かった。しかしながら、実情として、地域社会に防災の観点

で資することが難しいことを表している。

　ただし、防災対策を実施している大学もあり、そうした大学は専門性を有する資源があ

るため、防災対策を行うことができている。また、平時からの防災に関する連携や協力を

他機関と連携しよう試みていることが明らかになった。更に、自治体の BCP の策定といっ

た、他の機関のリソースが大学の防災を後押ししていることも了解できた。

　防災対策も独自の防災計画の策定も大学が国の要請を受けている国立大学や公立大学の

図表 12　防災計画で策定している掲載内容数を従属変数とする重回帰分析
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方が私立大学よりも行えている現状があるため、防災に関する意識や支援してくれる組織

の必要性は欠かせないといえる。ただし、大学が地域の防災に資する観点で見ると、要望

されながら、その防災対策や防災体制を維持するために、地域の力を借りているとも考え

られるため、ニーズと実態が乖離している可能性がある。つまり、大学が地域の防災に貢

献するという目的が実際には大学が地域の様々な機関の支援や協力により防災力を高めて

いるという反対の結果とも考えることが可能である。その点は再度検証する必要がある。

　最後に、本稿は、国立大学と私立大学で災害対策もしくは防災計画の策定は差があるの

かという点についてアンケートの調査データから明らかにはしたが、その原因がどこにあ

るのかについては詳細には明らかに出来なかった。規模の小さい大学でも防災計画を独自

に策定している場合、規模や連携の数など、それぞれの大学の特徴に応じたパターンを明

らかにすることで、今後の大学を拠点とする防災の糸口が見つかると考える。その点は今

後の課題としたい。
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物的資源の提供を受けることで迅速に災害に対応するように内閣府がガイドラインを示してい
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13 田中淳（2007）「災害弱者と情報」廣井修編著『災害情報と社会心理』北樹出版、pp.154 －
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同じことが行われるケースがあり防災教育の形骸化について指摘がされている。矢守（2016）「防

災・減災のためのリスク・コミュニケーション」『JICE report : Report of Japan Institute of 
Construction Engineering 』(29)、 pp.24-34 を参照。
15 消防訓練を実施しているか否かの質問を行った後で、回答しているため、母集団（N）の値

が 197 になっている。つまり、防災訓練を定期的にも実施していない大学がある。
16 独自の防災計画を策定しているのか尋ねた質問で、「策定を検討している」、「策定はしていな

い」、「NA」の回答を除いたため、母集団（N）は 143 になっている。
17 本稿では、防災対策については定期的な防災訓練の実施内容として考えた。その内容を促進

する要因について明らかにする。防災訓練の豊富さは日常的な防災活動の活発さや他機関との

連携などに関わる重要な指標である。そのため、防災訓練の内容を多く実施しているのかどう

かを独立変数とする重回帰分析を行うことで、防災対策を促進する要因について考えることが

できる。
18 自治体のように最低限の部署の設置を定められている機関とは異なり、どこが危機管理を担

当するのかについては、各大学の事情により様々な可能性があると考えられるため、本稿では

部署の「ある」、「なし」で判断することにした。
19 キャンパスが複数あっても、近くに隣接している場合もあるので、その点は今後の課題である。

分散型が悪い、良いという簡単な議論ではないが、少なくとも意思決定を行う場合に、分散が

多いと複雑になりやすく、また広範囲にわたると速やかに進みにくい場合があると考えられる。
20 地域コミュニティ内の防災対策と諸機関による連携については山下（2019）を参照。永松ら

（2010）の研究に基づき、連携が多岐にわたる、わたらない。もしくは連携の規模が広い、狭

いという 4 つの次元に分けて研究を行っている。
21 総務省消防庁（2018）「地方公共団体における業務継続計画策定状況の調査結果」報道資料

（URL　https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/301226_houdou_1.pdf（最終閲覧

日：2019 年 5 月 10 日））の 3. 都道府県別策定率の市町村の 30 年度策定団体のパーセンテー

ジをアンケート調査で尋ねた大学の立地場所と関連づけてデータを入力した。例えば、大学の

立地が宮城県仙台市であれば、宮城県の市町村の策定率となる、0.943 を数値として投入した。

この報道資料をみると東北地方の策定率は低い。防災に関する意識は高いが復興もしくは原子

力発電所の問題で区域制限がされていたために自治体に策定が遅れていると考えられる。その

点は留意する必要はある。
22 大学の立地のよっては、立地する都道府県の基礎自治体よりも、隣接する基礎自治体の影響

を受ける可能性は高いので、物理的な距離の問題は今後の課題ではある。
23 防災計画を策定している大学でもその内容を充実させている大学とそうでない大学がある。

そこで、大学が防災計画の制度を作成し、その内容をより多岐にわたり掲載されている大学は

どのような要因で、充実をはかられているのか明らかにするために、図表 9 の「独自の防災計

画に掲載している内容としてあてはまるものすべてに〇をつけてください。」の質問項目の回答

数の合計を従属変数とする重回帰分析を行い、充実度の要因を特定することにした。
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